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Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

事業費 事業期間6,539百万円 平成28年度～令和５年度

既投資事業費 2,400百万円 事業進捗率(%) 37%

地区の特徴

　沼島漁港は淡路島最南端沖の紀伊水道に浮かぶ離島に位置し、周辺海域は
マダイの越冬地になるなど豊かな漁場に恵まれ、古くから小型底曳き網、一
本釣り漁業などの漁船漁業が活発に営まれている。沼島のアジは紀淡海峡の
潮流にもまれ、身が引き締まっていることから、「沼島アジ」としてブラン
ド化され人気が高い。本地区は淡路南浦圏域の「生産拠点漁港」として位置
づけられ、大消費地である京阪神への水産物の供給基地であると共に、本土
への唯一の定期航路である旅客船の発着場も有しており、島の物流の拠点と
しての役割も担っている。

２．事業概要

事業目的

　当地区は南海トラフ地震防災対策推進地域に指定されており、南海トラフ
地震発生時には、津波が県内の他の漁港に比べ最も早く到達し、津波高さも
高いことから、甚大な浸水被害が発生することが想定されている。これによ
る被害を防ぐために本事業を実施する。

主要工事計画

港口水門2基，
西護岸(改良) L= 87m，西防波堤(改良) L=53m，北防波堤(改良) L=136m
北護岸(改良) L=169m，弁天物揚場取付護岸(改良) L=22m
泊2号防波堤(改良) L=42m，泊1号防波堤(改良) L=47m，泊護岸(改良) L=13m

主な漁業種類 小型底曳き網、船曳網 主な魚種 アジ、タイ類

漁業経営体数 94 経営体 組合員数 117

登録漁船隻数 133 隻 利用漁船隻数 133 隻

沼島漁港(第2種) 漁場名 ―

人

陸揚量 216.6 トン

事後評価書（期中の評価）

都道府県名 兵庫県

事業名 水産資源環境整備事業 水産生産基盤整備事業

期中評価実施の理由 ④関係市町村 南あわじ市

地区名 沼島
ヌシマ

事業主体 兵庫県

陸揚金額 136 百万円

１．地区概要

漁港名（種別）

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

直前の評価 今回の評価

その他費用対効果分析に係る要因の変化

　各種資産評価単価（家屋評価額等）や港勢等を最新値に更新

※別紙「費用対効果分析集計表」のと
おり

3,269,530 6,281,819

1.43

　当地区は、他事業の防潮堤整備との多重防護で、防波堤等の天端高を抑えた津波対策を実
施することとしていた。しかしながら、詳細な土質調査の結果、想定より土質が軟弱であっ
たため、防潮提整備に多大な費用が必要となり、防潮堤の整備をとりやめることとなった。
このため、各施設の天端高を見直す必要が生じ、費用が増加した。
　また、土質調査結果に基づく支持層や沈下量の見直しにより、費用が増加した。

費用便益比(B/C)

総費用（千円）

便益算定項目について変更がある場合はその項目と変更の理由

　津波防護方法の見直しに伴い、漁船被害軽減便益を変更

総便益（千円） 4,659,868 7,441,149

1.18

総費用の変更の理由
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Ⅲ　総合評価

　当地区は、今後30年以内に高確率の発生が想定されている、南海トラフ巨大地震により大規模
な津波の発生が予測されている。背後の狭隘な平地に集落が密集していることにより甚大な被害
が発生することが想定されており、津波被害から住民の生命・財産を守り、漁業従事者や漁港来
訪者の安全性を確保する必要がある。
　全体事業費が当初計画を大幅に超過することとなったが、津波防護方法を見直すことでコスト
の縮減を図った結果、貨幣化が可能な効果については費用対効果が１．０を超え、経済効果につ
いても有効であることが確認されている。さらに、事業効果のうち貨幣化が困難な効果（地元祭
事など）についても、影響がないことが確認された。
　以上の結果から、本事業の必要性及び経済性は高いと認められ、事業の継続は妥当であると判
断された。

６．事業コスト縮減等の可能性

　レベル１津波の防護方法を「水門・防波堤及び防潮堤による防護」から「水門・防波堤に
よる防護」に変更することで、事業コストの縮減を図る。

７．代替案の実現可能性

　水門及び防波堤と共に津波防護ラインを形成する海岸施設(陸閘等)は、防波堤改良工事と
並行して令和４年度に着手予定。

５．地元（受益者、地方公共団体等）の意向

　必要な調査や調整は完了しており、代替案の可能性はない。

４．関連事業の進捗状況

３．事業の進捗状況

　平成25・26年度の淡路島市長会による県政要望会において、南あわじ市長から沼島地区に
おける津波対策の推進を求める要望が出されている。また、地元自治会長や漁協組合長か
ら、港口水門等の早期整備を求める強い要望をうけている。

　本港地区では平成29年度に港口水門工事に着手し、令和２年度完成する予定である。
　また、泊地区では令和２年度に港口水門工事に着手する予定であり、防波堤改良工事も含
め、計画どおり令和５年度に全体事業完了予定である（令和元年度時点の進捗率：37％）。

漁港施設等の利用状況について当初想定との相違と将来見通し

　利用漁船数が前回評価時(H24港勢調査:165隻)以降漸減しているが(H29港勢調査:133
隻)、前述の新規漁業就業者確保事業等により人材確保に努めており、将来も現況と同程
度の漁港利用が維持できると予測される。

（２）その他社会情勢の変化

　南海トラフ地震の10年以内発生確率が30％程度（文部科学省 地震調査研究推進本部 平成
31年2月26日発表）と、新規評価時（20%程度）より上昇しており、早期の事業進捗が期待さ
れている。

２．漁業情勢、社会経済情勢の変化

（１）漁業情勢及び漁港施設、漁場施設等の利用状況と将来見通し

計画策定後の漁業集落に関わる社会経済状況、自然状況の当初想定との相違と将来見通し

　漁港地区人口は前回評価時(H24港勢調査:520人)以降漸減しているが(H29港勢調査:472
人)、本事業による地震・津波対策効果のほか、沼島の基幹産業である漁業に対する支援
（漁場整備開発事業，新規漁業就業者確保事業等）により、人口減少の抑制を図ってい
る。

漁業形態、流通形態について当初想定との相違と将来見通し

　漁業形態・流通形態は変化無いが、属地陸揚金額が前回評価時(H24港勢調査:141百万
円)から増加(H29港勢調査:145百万円)しており、将来も同程度の水準が維持できると予測
される。
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就業者の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬施設利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 沼島兵庫県

水産生産基盤整備事業 50年施設の耐用年数

・医療施設、防災拠点施設等の被害の軽減
・祭事の継続的な実施
・生態系の存続効果
・漁村集落としての景観保全

1,834,829

5,606,320

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

1.18

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果

6,281,819

非常時・緊急時の対処

⑩自然環境保全・修復効果

7,441,149

⑭その他



事業主体：兵庫県
主要工事計画：
港口水門 2基
西護岸(改良) L= 87m，西防波堤(改良) L=53m，北防波堤(改良) L=136m，
北護岸(改良) L=169m，弁天物揚場取付護岸(改良) L=22m，
泊2号防波堤(改良) L=42m，泊1号防波堤(改良) L=47m，泊護岸(改良) L=13m
事業費：3,600百万円
事業期間：平成28年度～令和5年度
（今回評価時）
事業費： 6,539百万円
事業期間：平成28年度～令和5年度

水産生産基盤整備事業 沼島地区 事業概要図 【整理番号11】

防波堤改良

港口水門（新設）

＜凡例＞

泊2号防波堤
L=42m
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ： 6,539 百万円

（４） ：

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

港口水門（本港地区）

港口水門（泊地区）

西護岸(改良)

西防波堤(改良)

北防波堤(改良)

北護岸(改良)

弁天物揚場取付護岸(改良)

泊2号防波堤(改良)

泊1号防波堤(改良)

泊護岸(改良)

（３）年間標準便益

水産物生産コストの削減効果

避難・救助・災害対策効果

沼島地区　水産生産基盤整備事業の効用に関する説明資料

総便益額（現在価値化） ② 7,441,149

6,281,819

施設名 事業費（千円）

2,853,000

総費用総便益比

　沼島漁港は、兵庫県淡路島の最南端の離島に位置し、今後30年以内に発生する確率が高いとされて
いる南海トラフ地震発生時には、津波が県内の他の漁港に比べ最も早く到達し、津波高さも高いこと
より、甚大な浸水被害が発生することが想定されている。これによる被害を防ぐために本事業を実施
する。
港口水門　2基，西護岸(改良)　　 L= 87m，西防波堤(改良)　 L=53m，北防波堤(改良)L=136m
　　　　　　　 北護岸(改良)　　 L=169m，弁天物揚場取付護岸(改良)L=22m
　　　　　　　 泊2号防波堤(改良)L= 42m，泊1号防波堤(改良)L=47m，泊護岸(改良)  L= 13m

平成28年度～令和5年度

数値

1.18

区分 算定式

総費用（現在価値化） ①

事 業 目 的

主 要 工 事 計 画

事 業 費

工 期

②÷①

6,281,819

効果の要因

6,539,000

95,000

1,579,460

整備規模

N= 1門

N= 1門

L= 87.0m

計

維持管理費等

総費用（消費税込）

413,683

L= 53.0m 13,000
L= 136.0m 383,000
L= 169.0m 179,000

L= 47.0m

内、消費税額

｢水産基盤整備事業費用対効果分析ガイドライン｣（平成31年4月改訂 水産庁）及び同｢参考資料｣（平成31年4月改訂
水産庁）等に基づき算定

　　　　　　　　          　　　　　　　　　　　区分
効果項目

年間標準便益額
（千円）

7,421,045

102,006 ・港内静穏度向上による漁船耐用年数の増加

311,677 ・人的、物的被害の軽減

総費用（消費税抜）

現在価値化後の総費用

2,277,000

697,415

計

516,000
L= 13.0m 88,000

L= 22.0m 5,000
L= 42.0m 130,000

8,118,460
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（４）費用及び便益の現在価値算定表

事業費
（税抜）

現在価値
（維持管理費

含む）

③ ①×②×③

-10 H21
-9 H22
-8 H23
-7 H24
-6 H25
-5 H26
-4 H27
-3 H28 24,667 29,411
-2 H29 182,042 203,197
-1 H30 765,741 796,370
0 R1 1,262,037 1,262,037
1 R2 727,273 699,301
2 R3 1,339,158 1,238,127
3 R4 1,338,619 1,190,027
4 R5 384,541 328,707
5 R6 29,723 24,430
6 R7 29,723 23,490
7 R8 29,723 22,587
8 R9 29,723 21,718
9 R10 29,723 20,883
10 R11 29,723 20,080
11 R12 29,723 19,307
12 R13 29,723 18,565
13 R14 29,723 17,851
14 R15 29,723 17,164
15 R16 29,723 16,504
16 R17 29,723 15,869
17 R18 29,723 15,259
18 R19 29,723 14,672
19 R20 29,723 14,108
20 R21 29,723 13,565
21 R22 29,723 13,043
22 R23 29,723 12,542
23 R24 29,723 12,059
24 R25 29,723 11,595
25 R26 29,723 11,149
26 R27 29,723 10,721
27 R28 29,723 10,308
28 R29 29,723 9,912
29 R30 29,723 9,531
30 R31 29,723 9,164
31 R32 29,723 8,812
32 R33 29,723 8,473
33 R34 29,723 8,147
34 R35 29,723 7,833
35 R36 29,723 7,532
36 R37 29,723 7,242
37 R38 29,723 6,964
38 R39 29,723 6,696
39 R40 29,723 6,439
40 R41 29,723 6,191
41 R42 29,723 5,953
42 R43 29,723 5,724
43 R44 29,723 5,504
44 R45 29,723 5,292
45 R46 29,723 5,088
46 R47 29,723 4,893
47 R48 29,723 4,705
48 R49 29,723 4,524
49 R50 29,723 4,350
50 R51 29,723 4,182
51 R52 29,723 4,022

7,421,045 6,281,819

413,683

413,683

計

102,006

評
価
期
間

年
度

413,683

1.000
1.000

①

1.480

デフ
レータ

② ①×④

計

0

事業費
（維持管理費

含む）

311,677
102,006

④

0

0

現在価値
（千円）

1.000

102,006

102,006

32,695

413,683

413,683

413,683

413,683311,677102,006

413,683
311,677
311,677

311,677

102,006

311,677

102,006

311,677
0.703

102,006

102,006

311,677

102,006
102,006
102,006
102,006
102,006
102,006
102,006

7,441,149

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定
※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

413,683
0.361 1.000 32,695 311,677

102,006
102,006
102,006

413,683
0.375 1.000 32,695 311,677

0.333 1.000

0.390
0.406

1.000
167,842
161,387

413,683102,006
102,006
102,006

102,006

311,677

132,648
127,546

113,388
109,027
104,834
100,802

102,006

102,006

122,641
117,924

0

費用（千円）

割引率

便益（千円）

1.167
1.423

避難・救助・
災害対策効果

0

0.855
1.000

1.000

0.676 413,683
102,006

32,695

102,006

102,006

1.000
311,677

1,472,481

32,695

0.760 413,683
0.790

102,006
32,695
32,695

0.601
311,6770.625

0.731

0.822

102,006

0.650

026,640
196,605
827,000

0

1,363,000
0
0

311,677
0

1.000

1.082

1.217

1.369

1.000
1.000

1,473,074
0.889
0.925
0.962

102,006

800,000

1.078
1.060

1.000

1.000

水産物
生産コスト
削減効果

1.040

1.125
1.170

1.122

1.316
1.265

1.163
1.123
1.127

0

1.060
1.032

314,365

268,720

0

0

0

0

1.000 32,695

1.000
0

0
422,995
32,695 413,683

155,179

0
0
0
0

0

302,274

0
0
0
0

340,017
326,940

0
0

290,648
279,469

204,205

238,892
229,703

248,447

149,211

102,006

258,385
311,677102,006

102,006

413,683

311,677
311,677

143,472
102,006 137,954413,683

413,683

196,351
188,799
181,538
174,556

413,6830.577 311,677

0.513
220,869
212,374413,683

32,695
311,677

0.534
0.555 1.000

1.000

32,695
32,695
32,695

32,695

1.000

1.000

1.000
1.000

102,006
102,006 311,677

311,677

32,695 102,006
102,006

1.000

1.000
1.000

311,677

32,695
32,695 311,677

0.439
413,683

413,683

0.456

413,683

0.475
0.494

32,695
32,695
32,695

413,683

413,683

32,695

1.000

32,695

0.422
1.000

1.000
1.000

32,695 311,677

0.321 1.000 32,695 311,677 413,683
32,695 311,677

0.347 1.000

0.308 1.000 32,695 311,677 413,683
0.296 1.000 32,695 311,677 413,683102,006

0.274 1.000 32,695 311,677 413,683
0.285 1.000 32,695 311,677 413,683102,006

0.264 1.000 32,695 311,677 413,683
0.253 1.000 32,695 311,677 413,683

102,006
102,006

0.244 1.000 32,695 311,677 413,683
102,006
102,006
102,006

0.234 1.000 32,695 311,677 413,683
102,006

96,925
0.225 1.000 32,695 311,677 413,683 93,197

311,677

89,612
0.208 1.000 32,695 311,677 413,683 86,166
0.217 1.000 32,695 311,677 413,683

0.200 1.000 32,695 311,677 413,683 82,852

1.000 32,695 311,677 413,683
311,677 413,683 76,601

73,655

79,665
0.185 1.000 32,695

413,683 70,822

0.193 1.000 32,695 311,677 413,683

0.178
0.171 1.000 32,695
0.165 1.000 32,695

0.141 1.000 32,695

413,683

413,683 62,960

68,098

311,677
32,695 311,677 413,683 65,479

0.146 1.000 32,695 311,677 413,683 60,539
311,677 413,683 58,210

0.158 1.000

0.135 1.000 32,695 311,677 413,683 55,972

0.152 1.000 32,695

計 8,118,460



［整理番号11］

３．効果額の算定方法

（１）水産物生産コストの削減効果

防波堤等の整備に伴う漁船耐用年数の延長

登録漁船数(隻)

総トン数（t） [22]

単位当たり漁船建造費（千円／t） [23]

漁船資産額（千円） [24]

漁船耐用年数

整備前（年） [25]

整備による漁船耐用年数の増加分（年） [26]

整備後（年） [27]

生産コスト削減額（千円） Ｌ

防波堤等の整備に伴う出漁可能回数の増加

属人陸揚金額（千円／年） [28]

登録漁船数(隻)

避難・波待ち日数（日／年） [29]

出漁日数（日） [30]

経費率 [31]

陸揚金額の増加額（千円） Ｍ

水産物の生産性向上効果額（千円／年） Ｎ

（２）避難・救助・災害対策効果

１）地震発生確率について

２）物的被害軽減額

一般資産被害軽減額（千円）

家屋 [1]

家庭用品 [2]

事業所資産 [3]

漁船被害 [4]

農漁家資産 [5]

公共土木施設・公益事業等の被害軽減額（千円） [6]

物的被害軽減額（※地震確率考慮前）（千円） Ａ

３）人的被害軽減額

想定死者軽減人数（人） [7]

男性

女性

逸失利益軽減額

平均年収（千円） [8]

男性

女性

生活費控除割合 [9]

男性

女性 30.0%

区分 L1津波 L2津波

2,757,792

525,920

62,964

区分 L1津波 L2津波 備考

地震発生確率については『平成23年東日本大震災を踏まえた漁港施設の
地震・津波対策の基本的な考え方　H25.8.30　25水港第1798号』に基づ
き算出している。今回、地震・津波対策のため行った津波シミュレー
ションは、発生確率の異なる複数の津波を対象としていることから、前
述の『・・・基本的な考え方』　53/98頁に示す「手法1」に基づき地震
発生確率を算定し、被害軽減額を算出する。

区分

7,328,844

11,333,677

毎月勤労統計調査（兵庫県）

民事交通事故訴訟　損害賠償額算定基準

30.0%

2,134,924

区分 備考年平均被害軽減額

133 H29港勢調査

4,840

[1]＋[2]＋[3]＋[4]＋[5]＋[6]

3.3 1.5

2.9 1.3

津波シミュレーション結果※

※平成26年度 丸山漁港外 地震・津波防災対策
検討業務 報告書(平成27年3月)[令和元年8月一
部修正]

備考

607,730 1,096,324

3,678,038

5,687,895

50,427

480,769

354,996

42,857

34,911

津波シミュレーション結果※を基に「防波堤と
防潮堤による多重防護の活用」（H26.1）に記載
された手法により算出
※平成26年度 丸山漁港外 地震・津波防災対策
検討業務 報告書(平成27年3月)[令和元年8月一
部修正]

備考

4,787.9 4,787.9

2,378.0 2,378.0

50.0% 50.0%

441.1

Ｌ＋Ｍ

3.17

8

479,038

0.54

漁港経済効果調査報告書

H29港勢調査

兵庫県農林水産統計年報（H29）

6,940 [28]×[29]／[30]×(1－[31])

10.17

95,065

[25]＋[26]

[24]／[25]－[24]／[27]

102,006

133 H29港勢調査

254

漁協ヒアリングによる設定値
調査日：令和元年7月30日
調査場所：沼島漁協
調査対象者：沼島漁協職員
調査実施者：兵庫県漁港課職員

7.00

H29港勢調査

造船造機統計調査2018.12（FRP船）

[22]×[23]

減価償却資産の耐用年数等に関する省令
（500ｔ未満漁船（FRP船））



［整理番号11］

ライプニッツ係数 [10]

平均年齢〔男性〕（歳）

平均年齢に対応したライプニッツ係数

平均年齢〔女性〕（歳）

平均年齢に対応したライプニッツ係数

逸失利益評価額（千円／人） [11]

男性

女性

逸失利益軽減額（千円） Ｂ

想定死者軽減人数（人） [7]

男性

女性

精神的損失軽減額

精神的損失評価額（千円／人） [12]

精神的損失軽減額（千円） Ｃ

人的被害軽減額（※地震確率考慮前）（千円） Ｄ

４）漁業生産被害額

直接被害軽減額

属地陸揚金額（千円） [13]

経費率 [14]

生産損失率（漁船の被害率）の軽減分 [15]

直接被害軽減額（千円） Ｅ

間接被害軽減額（千円） Ｆ

営業停止被害軽減額

1日当たり営業停止損失（千円／日） [16]

浸水深2m未満

現況

対策後

浸水深2m以上

現況

対策後

延べ損失日数（日） [17]

浸水深2m未満

浸水深2m以上

営業停止被害軽減額（千円） Ｇ

漁業生産被害軽減額（※地震確率考慮前）（千円） Ｈ

５）浸水被害軽減額

総浸水被害軽減額（※地震確率考慮前）（千円） Ｉ

堤外地（按分対象外）（千円） [18]

堤内地（按分対象）（千円） [19]

按分比率

水産基盤整備事業 [20]

高潮対策事業 [21]

事業別浸水被害軽減額

水産基盤整備事業（千円） Ｊ

高潮対策事業（千円）（※本事業の対象外） Ｋ

６）年平均被害軽減額 （単位：千円）

※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

57.9 57.9

備考

62,460

15,641 15,641

平均年齢：H27国勢調査
ライプニッツ係数：自賠責保険ポータルサイト
（国土交通省）

952 458

0

125 1,289

0 651

L1以下 0 1/20

区分 L1津波 L2津波

津波規模
想定被害軽減額

Ｊ
津波発生確率 平均被害軽減額各津波間の発生確率

112,676

141,533 245,006

区分 備考

1/20-1/100 6,336,475 253,459

1/100-1/1000 6,468,672 58,218

311,677年平均便益額

L2 6,468,672 1/1000

L1 12,672,951 1/100

6,594,600

292,156

発生確率×平均被害軽減額

L1津波

125,928

L2津波

9.394 9.394

57.1 57.1

9.394 9.394

[8]×(1－[9])×[10]22,489 22,489

119,160 52,999 [7]×[11]（男女合計）

221,265 221,265
水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライ
ン　参考資料（現在価値化H30/H19）

1,370,737 608,700 [7]×[12]（男女合計）

津波シミュレーション結果※

※平成26年度 丸山漁港外 地震・津波防災対策
検討業務 報告書(平成27年3月)[令和元年8月一
部修正]

3.3 1.5

2.9 1.3

661,6991,489,896 Ｂ＋Ｃ

港勢調査479,038 479,038

0.54 0.54 兵庫県農林水産統計年報（H29）

津波シミュレーション結果0.28 0.51

62,727 113,158 復旧期間2年（1年目で50%復旧）

直接被害軽減額に対する付加価値誘発額
H23版産業連関分析ワークシート（兵庫県）より
算出

Σ（産業分類別浸水域従業者数×付加価値額）
津波シミュレーション結果及びH26経済センサス
より算出958

97.6% 97.6%

12,965,106

12.0

39.4

12.0

39.4

延損失日数＝2×営業停止日数
営業停止日数：治水経済調査マニュアル(案）
H17.4改正

[16]×[17]（現況－対策後）
（浸水深2m未満・2m以上合計）

16,346 19,172

Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

12,672,951 6,468,672 [18]＋[19]×[20]

[19]×[21]

Ａ＋Ｄ＋Ｈ

[4]＋Ｅ＋Ｆ
水産基盤整備事業

2.4% 2.4%
事業費比率

Ｉ－[18]
水産基盤整備事業と高潮対策事業に按分

732,917 1,322,158

12,232,189 5,272,442




